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「業務の適正を確保するための体制（内部統制基本方針）」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、2015 年４月 24 日開催の取締役会において、「内部統制基本方針」について決議いたしましたの

で、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

これは、当社グループの現状に即した見直しならびに「会社法の一部を改正する法律」および「会社法

施行規則等の一部を改正する省令」が 2015 年５月１日に施行されることを踏まえ、具体的かつ明確な表現

へ変更したものであります。なお、主な改定箇所は下線で示しております。 

 

記 

 

１． 取締役および使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

コンプライアンス規程を制定し、当社グループにおけるコンプライアンスに関する取組みを推進す

るコンプライアンスオフィサーとして取締役または執行役員（以下「役員」という。）を任命する。

企業倫理に関する問題について当社グループ内や当社の取引先から提案を受け付ける「企業倫理改善

提案窓口」を設置する。また、法務機能・管理機能を統合し、グローバル法務連絡会を通じて、事業

基盤強化へのサポート力を高めるなど、コンプライアンスに起因するリスクを含めた、コンプライア

ンス体制の整備を行う。 

 

２． 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報として、取締役会議事録、経営会議資料および議事録、稟議書等の

書類について「文書管理規程」に基づき、保存および管理を行う。 

 

３． 損失の危険の管理に関する規程、その他の体制 

リスク管理規程を制定し、当社グループにおけるリスクマネジメントに関する取組みを推進するリ

スクマネジメントオフィサーとして役員を任命する。当社グループのリスク管理を統括管理する専任

部署や全社リスク連絡会の設置により、各々のリスクに対する未然防止に努めるほか、大規模災害な

どに対する迅速な危機対応を整備するなどリスク管理体制の整備を図る。 

 

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

グローバルな事業拡大や経営環境の変化に対応するため、役員体制の強化を目的として執行役員制

度を導入し、取締役会は、経営の意思決定・監督機能に特化し、機動性を向上させる。組織体制にお

いては、ケーヒンフィロソフィーに立脚し、地域・事業・機能別に本部を設置し、そのもとに子会社

を置く。主要な組織および子会社には当社の役員を配置するなど、効果・効率の高い体制を構築する。

これらの体制のもと、当社グループにおける業務執行にあたっては、当社グループの中期経営計画お

よび年度事業計画を策定するほか、当社の取締役会から委譲された権限の範囲内で、経営の重要事項

について審議する経営会議や役員が出席する会議体で課題を審議するなど、迅速かつ適切な業務執行

を行う。 



 

 

５．当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（子会社の取締役

等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を含む） 

 当社グループにおいて共有する行動指針として「わたしたちの行動宣言」を制定するほか、コンプ

ライアンス、リスクマネジメントなどへの取組み状況について、各組織および子会社毎にチェックリ

ストに基づく検証を行い、その結果を当社の取締役会に報告することにより、取組みの改善を図る。

また、独立した内部監査部門である当社の監査室が、当社グループの業務遂行状況について監査を実

施する。原則として子会社には当社の役員や従業員を役員として派遣するとともに、重要事項に関し

ては当社の事前承認または当社への報告を行う。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当

該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 監査役の職務を補助するため監査役室を設置し、専任の使用人を配置する。当該使用人は、監査役

の指揮命令に従うものとし、当該使用人に対する人事異動・人事評価・懲戒処分等については監査役

の同意を得て行う。 

 

７．取締役および使用人等が監査役に報告するための体制およびその他の監査役への報告に関する体制な

らびに監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制 

 「監査役への報告基準」を制定し、これに基づき、当社グループの役員および従業員（これらの者

から報告を受けた者を含む。）は、当社の監査役に対して、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、

コンプライアンスやリスクマネジメントなどの内部統制システムの整備および状況等について報告す

る。また、監査役へ報告をしたこれらの者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

行うことを禁止する。 

 

８．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

内部監査部門との連携、代表取締役との意見交換、重要な会議への出席および議事録の閲覧等、監

査役監査が実効的に行える体制を確保する。 

 

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い、または償還の手続きその他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等を請求したときは、当該請求に係る

費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費

用または債務を処理する。 

 

 

 

以上 


